
取締役会と監査役会の多様性
取締役

氏　名 独立性
（社外のみ）

当社が期待する知見・経験

会社経営
事業運営

財務
会計

法務
コンプライアンス 国際性 人材開発 文化芸術

社会的視点

1 塚本  能交

2 安原  弘展

3 山口  雅史

4 伊東  知康

5 宮城  晃

6 黛  まどか

7 齋藤  茂

8 岩井  恒彦
注： 上記一覧表は、取締役の有する全ての知見や経験を表すものではありません。

監査役

氏　名 独立性
（社外のみ）

当社が期待する知見・経験

会社経営
事業運営

財務
会計

法務
コンプライアンス 国際性 人材開発 文化芸術

社会的視点

1 廣島　清隆

2 北川　真一

3 白井　弘　　

4 浜本　光浩

5 島田　稔　　
注 ： 上記一覧表は、監査役の有する全ての知見や経験を表すものではありません。
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コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方
当社グループは、「株主」「顧客」「従業員」「取引先」「地域
社会」など、すべてのステークホルダーと「相互信頼」の関
係を築くため、企業経営の透明性を高め、公正性、独立性
を確保することを通じて企業価値の持続的な向上を図る
ことをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針、目的とし
ています。

コーポレートガバナンス・ガイドライン
https://www.wacoalholdings.jp/group/files/governance_guideline.pdf

企業統治の体制
企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由
当社は、各事業に精通した社内取締役と多様なキャリアを
有する社外取締役で構成する取締役会と社外監査役を含
む監査役会によるガバナンス体制を採用しています。当社
はこのガバナンス体制が、持株会社としてグループ会社各
社における業務執行の監督・監査を実施し、より良質な経
営を実現・維持するために有効であると考えています。
　取締役会は取締役8名（うち社外取締役3名、うち女性
1名）で構成し、経営方針、経営戦略等の重要な業務に関
する事項や法令、定款で定められた事項の決定を行ってい
ます。また、経営責任を明確にするため取締役の任期を

1年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制
の構築を図っています。
　監査役会については監査役5名（うち社外監査役3名）
で構成し、経営に対する監視・監督機能を果たしています。
さらに業務プロセスの適正性や効率性を監査する目的で
監査室を設置し、関係会社を含めたモニタリングを実施し
ています。
　また、「グループ経営会議」を設置し、グループ経営戦略
やその他の重要な経営課題に関する事項の検討、並びに
取締役会での審議事項の事前審査等を行っています。

ガバナンス体制早見表（2020年6月26日現在）

機関設計 監査役設置会社

取締役の人数  8名

　うち、社外取締役の人数 3名

取締役の任期 1年

監査役の人数 5名

　うち、社外監査役の人数 3名

独立役員の人数 6名

報酬決定における社外取締役の関与 有

意思決定を補佐する機関 役員指名諮問委員会、役員報酬諮
問委員会

主要な経営会議体 独立社外役員会議、グループ経営会
議、企業倫理・リスク管理委員会

業績連動報酬制度 有

取締役会、諮問委員会及び主要な会議体の構成と概要

名称 概要 開催回数

1  取締役会
取締役会規則に基づき、定例取締役会を毎月開催し、加えて必要に応じて臨時取締役会を随時開催し、経
営方針、経営戦略などの重要な業務に関する事項や法令、定款で定められた事項の決定を行っています。 13回

2  役員指名諮問委員会
取締役会の諮問機関として、独立社外取締役を委員長とし、社外取締役3名、社内取締役3名で構成してい
ます。毎年度1月の取締役会開催日の開催を原則とし、取締役に対する指名・昇格について検討し、決議事
項を取締役会に答申します。委員会は委員全員の出席により成立し、全会一致をもって決議します。

1回

3  役員報酬諮問委員会
取締役会の諮問機関として、独立社外取締役を委員長とし、社外取締役3名、社内取締役2名、その他1名
で構成しています。毎年度4月、7月、2月の取締役会開催日の開催を原則とし、取締役の報酬ついて検討し、
決議事項を取締役会に答申します。委員会は委員全員の出席により成立し、全会一致をもって決議します。

4回

4  独立社外役員会議
独立役員を中心としたメンバーで構成し 、取締役会に関する意見交換を通じて、 取締役会の評価を実施 
しています。また、評価内容は取締役会に答申後、コーポレート・ガバナンス報告書で開示しています。 1回

5  グループ経営会議
取締役及び主要な経営メンバーで構成し、グループ経営戦略やその他の主要な経営課題に関する事項の 
検討、並びに取締役会での審議事項の事前審査を行っています。 22回

6   経営課題検討会
中長期の全社戦略や主要な経営課題の検討及び単年度の経営方針や中長期計画の原案作成のため、必要
に応じ随時開催しています。 8回

7   四半期業績確認会
四半期ごとに開催し、業績及び施策の実施状況を確認しています。また、目標未達の場合はその改善策を
検討し、必要に応じて目標の見直しを行っています。 3回

8  企業倫理・リスク管理委員会
代表取締役社長を統括責任者として、管理担当取締役、社内取締役、事業会社の取締役、執行役員ほかで
構成しています。企業倫理の遵守体制の強化と徹底に加え、グループ経営全般に関わるリスクの把握や管
理体制の整備と強化を図っています。

4回

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

取締役の選解任

指示 指示
内部監査

報告 報告

選定・解職

監査役の選解任 選解任

連携

連携

答申 監査

監査

答申

評価

会計監査

執行部門・グループ会社

監査室

1  取締役会 *
 8名（うち、社外取締役3名）

代表取締役社長執行役員

監査役会
5名（うち、社外監査役3名）

会
計
監
査
人

監査役会事務局

2  役員指名諮問委員会
委員長：社外取締役

6名（うち、社外取締役3名）

3  役員報酬諮問委員会
委員長：社外取締役

 6名（うち、社外取締役3名）

4  独立社外役員会議

主要な経営会議体

（業務執行）

5  グループ経営会議 *

8  企業倫理・リスク管理委員会

6  経営課題検討会 コンプライアンス委員会

企業倫理ホットライン

7  四半期業績確認会 * CSR調達委員会

* 取締役の職務執行を監査するため、社内・社外監査役も出席しています。
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監査役と監査役会の機能強化
監査役会は2名の常勤社内監査役と3名の社外監査役に
よって構成されています。監査役会は、定例取締役会に
連動する形で毎月開催し、加えて必要に応じて臨時監査
役会を開催しています。各監査役は、監査役会が定めた
監査役監査の基準に準拠し、業務及び財産の状況を監
査し、会計監査人から報告及び説明を受け、財務諸表等
の適正性及び会計監査の相当性を検証しています。また、
内部統制システムの構築及び運用状況について監視・検
証しています。なお、監査役会を補佐する独立した専従の

社外役員選任の理由

社外取締役 選任の理由 専門性・見識を期待する分野 取締役会出席状況

黛 まどか
俳人として国内外の文化芸術分野において広く活躍されています。
その見識と経験をもって当社の多様性尊重の経営に貢献していただ
くことが期待できます。

文化芸術、
社会的視点 13回／13回

齋藤 茂
他社において代表取締役会長を現任されており、長年の経営者とし
ての豊富な経験と見識を有することから、経営の監督機能をより高
めることが期待できます。

会社経営・事業運営、
国際性 13回／13回

岩井 恒彦
経営者としての豊富な知見や経験に加え、研究、生産、技術分野に
関する専門知識を有されており、経営の監督機能をより高めること
が期待できます。

会社経営・事業運営、
法務・コンプライアンス、国際性 13回／13回

社外監査役 選任の理由
取締役会及び監査役会の出席状況

取締役会 監査役会

白井 弘 公認会計士としての会計・財務の専門的な知識・経験等を当社の
監査体制に活かしていただくことが期待できます。 13回／13回 14回／15回

浜本 光浩 弁護士としての経験と専門知識を当社の監査体制に活かしていただ
くことが期待できます。 13回／13回 15回／15回

島田 稔 金融業界における長年の経験、経営者としての知見、海外経験を当
社の監査体制に活かしていただくことが期待できます。 13回／13回 15回／15回

社外取締役及び社外監査役
当社の社外取締役は3名、社外監査役は3名です。社外取
締役は、国内外の文化芸術分野において広く活躍する者
及び経営者として豊富な知見と経験を有する者が就任し
ており、各分野での豊富なキャリアと専門的な知識に基づ
いた客観的、中立的な助言によって取締役会の意思決定
の適正性を向上させる役割を担っています。

　また、社外監査役は、財務・会計に関する高い知見を有
する公認会計士、当社から独立した弁護士、及び金融機
関における長年の経験と経営者としての豊富な見識を有
する者が就任しており、高い独立性を保持しつつ、専門的
見地より取締役の意思決定、業務執行の適法性について、
厳正な監査を行っています。

社外役員の独立性判断基準
https://www.wacoalholdings.jp/group/files/governance_outsidedirectors.pdf

2020年3月期役員報酬

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の員数
（人）固定報酬 業績連動報酬 ストックオプション

取締役（社外取締役を除く） 282 227 12 43 5

監査役（社外監査役を除く） 39 39 ― ― 2

社外役員 49 49 ― ― 6

注：  2020年3月期末現在の取締役は4名、監査役は2名、社外役員は6名です。上記の取締役の員数と相違しているのは、2019年6月27日開催の第71期定時株主総会終結の時をもって退任した
取締役1名が含まれているためです。

役員報酬
当社の役員報酬制度では、固定報酬である「基本報酬」と
各事業年度の業績に連動する「業績賞与」及び中長期
インセンティブである「株式報酬型ストックオプション」に
より構成されています。業務執行から独立した立場である
独立社外取締役及び監査役は、固定報酬である「基本報
酬」のみとしています。
　基本報酬、業績賞与、ストックオプションの比率は下記
の通りです。（業績賞与の算定基準が想定通りの場合）

18% 11%71%

 基本報酬　  業績賞与　  ストックオプション

コーポレート・ガバナンスの実効性強化の取り組み
独立社外役員会議による分析と評価
独立社外役員会議では実効性評価に関するヒアリングを行い、課題を抽出し、継続的な改善を進めています。

実効性評価と改善に向けた取り組み

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

指
摘
事
項

1.  グループ経営会議の上程案件など、取締役会
における審議事項ではない重要な案件の社
外取締役・監査役への情報提供の強化

1.  執行に委ねる範囲の拡大や、継続的に経過確
認が必要な議題の報告機会を増やすために、
取締役会規則や議題設定の見直しが必要

2.  会議資料のペーパーレス化の検討

1.  グループ事業について理解を深めるために、 
工場や店舗などの現場視察が必要

2.  成長戦略を建設的に議論するためにも、展開
するブランドのMD戦略を理解する場が必要

改
善
対
応

1.  取締役会の審議事項ではない重要案件も、
取締役会資料の事前配布に合わせて、情報
提供する運用に変更

1.  取締役会規則付議事項及び議題設定の見
直しを実施

2.  グループ経営会議、取締役会資料のペーパー
レス化を実施

1.  ３Dボディスキャナー導入店舗など、現場視察
を準備

2.  グループ事業の理解深耕を目的に、新任の 
社外取締役を対象とした視察プランを作成

・業績賞与
連結業績との連動度合いを高めるため、単年度の連結営
業利益の基準値に対する達成率を基本とした上で、その
他の業績等を加味し賞与総額を決定しています。連結営
業利益の基準値は過去の実績等を参考に135億円と設定
しています。

・株式報酬型ストックオプション
役員報酬諮問委員会の答申に基づいて決定された基本報
酬月額及び株式公正価値をもとに、取締役会の決議にて
定められます。
　なお、ストックオプションの額については、2008年6月
27日開催の定時株主総会の決議により、年額70百万円
を上限としています。

実効性強化に向けた役員報酬制度見直しの方針
役員報酬諮問委員会では、役員報酬制度全体の見直し
に継続的に取り組んでいます。今後の主な検討項目は下
記の通りです。
 役員報酬にかかる基本ポリシーの検討と策定
  基本報酬、業績賞与及び中長期インセンティブの構成
（金額、比率の見直し）
  業績賞与の算定方式（中期経営計画の目標値との連動
強化）

  中長期インセンティブ（ストックオプションに代わる方式
の検討）

事務局があり、1名の社員が従事しています。
　社外監査役は、監査役会に出席し、常勤監査役から業
務監査の状況、重要会議の内容その他の報告を受けるな
ど常勤監査役と十分な意思疎通を図って連携するととも
に、会計監査人及び内部統制部門からの各種報告を受
け、財務報告の適正性を含めた内部統制システムの監査
を実施しています。また、監査役会での議論を踏まえた上
で取締役会その他重要な会議に出席するとともに、子会
社への往査・ヒアリング等を通じて監査の実効性を高めて
います。

・基本報酬
各役位に応じて設定する設計とし、同一職位においても過
年度における経営への貢献に応じて、一定の範囲で増額が
可能とする仕組みとしています。報酬水準については、毎
年、外部機関による報酬調査結果をもとに、同業種あるい
は同規模の他企業の報酬水準レンジとの妥当性の検証を
行い、当社の業績や規模に見合った水準を設定しています。　
なお、基本報酬の額については、2005年6月29日開催の定
時株主総会の決議により、取締役の報酬額（使用人兼務取
締役の使用人給与を含まない）は年額3億50百万円以内、
監査役の報酬額は年額75百万円以内と定めています。
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新型コロナウイルス感染症流行下におけるリスクマネジメント

世界的な流行となった「新型コロナウイルス感染症」は、当社の売上や生産に大きな影響を及ぼしています。2020年
3月期においては、顧客、取引先及び社員の安全第一を考え、また、さらなる感染拡大を防ぐため、「企業倫理・リスク
管理委員会」の下部組織として、取締役副社長執行役員を本部長とした「新型コロナウイルス感染症対策本部」を設
置し、感染状況に応じた対策を行っています。
　具体的には、主要子会社である（株）ワコールにおいて、2020年4月1日以降6月中旬まで全従業員を対象に週1日の休
業日を導入するとともに、内勤者については在宅勤務を推進する体制をとりました。また、4月16日に全国に発令された
緊急事態宣言により、百貨店をはじめ多くの店舗が休業する中、すべての店頭販売員について自宅待機としました。

▷新型コロナウイルス感染症への当社の対応の詳細については、P.4～5をご参照ください。

コンプライアンス・リスクマネジメント体制
当社は、コンプライアンス体制を整備し、ワコールグループ
に重大な影響を与えるコンプライアンス上の問題の検討、
企業倫理の浸透と啓発、また、経営全般に関するリスクを
把握し、リスクマネジメント体制を整備・強化するために、
代表取締役社長執行役員を統括責任者とし、グループ管
理統括担当取締役を委員長とする「企業倫理・リスク管理
委員会」を設置しています。

コンプライアンス体制
企業倫理・リスク管理委員会が策定したコンプライアンス
とリスクに関するグループ方針のもと、取締役・従業員が法
令及び定款を遵守し、健全な社会規範に則った業務を執
行するため、「ワコール倫理規範」と「企業倫理・ワコール

政策保有株式に関する方針及び議決権行使基準
当社では、中長期的な企業価値向上の観点から、取引関
係の維持・強化、事業展開における協力・取引関係の構
築・維持・強化、安定的な金融取引の維持等を目的に政
策保有株式を保有する場合があります。保有にあたって
は、中長期的な観点から保有目的が適切か、保有に伴う
便益やリスクが資本コストに見合っているかなどを検証し、
定期的に取締役会に報告しています。取締役会において
は、検証結果をもとに当社の中長期的な企業価値向上に
資するかどうかを見極め、保有の継続、処分の判断を行っ
ています。保有の意義の薄れた株式については、相手先企
業の状況も勘案した上で、順次処分・縮減を進めています。

ご参考：（株）ワコールにおける株式の保有状況

2018/3 2019/3 2020/3

保有株式（銘柄） 97 95 84

金額（億円） 674 608 422

連結総資産に占める割合 22.6% 21.6% 15.2%

注：  当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も 
大きい（株）ワコールについて記載

内部統制
当社では、代表取締役社長直轄の内部監査部門である監
査室が「内部監査規程」に準拠し、当社及び国内外の子
会社を対象に、業務遂行の適法性・妥当性等を監査する
とともに内部統制の有効性を評価し、この結果を定期的に
代表取締役社長へ報告しています。
　なお、内部監査部門（監査室）の人員数は11名で、監査

IRに関する活動状況

2020年3月期における IR活動状況は以下の通りです。

活動 回数 内容

国内

決算説明会 2回 本決算、第2四半期決算の説明会（開催地：東京）

機関投資家・アナリストとの個別ミーティング 延べ98社 IR担当者による面談（代表取締役社長、取締役による面談も含む）

事業説明会（スモールミーティング） 1回（8社） 担当役員による説明

カンファレンス 1日（7社） 代表取締役社長による面談

縫製工場見学会 2回 IR担当者、工場責任者による工場見学（開催地：長崎、福井）

個人投資家セミナー 計3日間 IR担当者によるセミナー（開催地：熊本、大阪、仙台）

海外
アナリストとの個別ミーティング 1回 現地法人社長、IR担当者によるミーティング（開催地：アメリカ）

機関投資家との個別ミーティング 計2日間（6社） 代表取締役社長、IR担当者によるミーティング（開催地：アメリカ）

社内
フィードバック 本決算、第2四半期決算後の

投資家ミーティング開催ごと
IR担当者による活動報告
（対象者：代表取締役社長、取締役、事業会社責任者、社外監査役など）

統合レポート説明会 ３回 IR担当者による説明（対象者：従業員）

株主等との建設的な対話に関する基本方針
当社は、「株主等との建設的な対話に関する基本方針」を
定め、公表しています。株主等との面談は、ＩＲ担当部門及
び同部門に指名された当社グループの役員並びに社員が
担い、財務担当取締役がこれを統括しています。取締役と
の面談の申込みは、対話の主題や面談を希望する方の属
性等を考慮して対応を検討します。当社は、国内外の株
主・投資家に対し、当社の経営や財務の状況を適時・適
切かつ公平に開示するとともに、市場環境や当社固有の強
みについて積極的に発信し、当社の立場や考え方に対する
理解を深めていただくよう努めています。

株主等との建設的な対話に関する基本方針
https://www.wacoalholdings.jp/sustainability/talk_with_stockholder/

情報開示についての基本方針
当社は、適時・適切な情報の開示が、あらゆるステークホ
ルダーの皆さまとの信頼関係を築く基盤となること、また、
当社の企業価値について適正な評価を得るための前提で
あることをよく理解し、関係法令等の要件を充足しつつ、
積極的なディスクロージャーを行っています。対象となる
情報を開示する際の原則として、（1）重要な情報は、当社
にとってポジティブであるかネガティブであるかにかかわら
ず、事実に即して適時・適切に開示、（2）さまざまなステー
クホルダーにとってわかりやすい表現を用い、アクセスが容
易で、かつ公平性を確保できるよう、多様な方法で開示、
（3）適時・適切な開示が行われるまでの間に、重要な情報
が漏えいすることのないよう、組織的、人的、物理的、技術
的な措置を講じるという3項目を定めています。

　保有株式の議決権行使については、投資先企業の経営
方針を十分に尊重した上で、当該企業及び当社の企業価
値向上に資するものかどうかを総合的に精査し、議案への
賛否を判断しています。

役と内部監査部門（監査室）は、毎月1回の頻度で定期的
な報告確認会を実施しています。主な内容は、監査役の出
席している主要な会議内容の報告、監査室の活動報告等
です。監査に必要な文書等の情報は共有できる体制を整
えており、監査調書についても相互に交換・確認を行うな
ど、両者が連携して、より効率的・効果的な監査を実施で
きる運営を行っています。

の行動指針」を制定しています。また、「企業倫理・ワコール
の行動指針」においては、反社会的勢力の要求は毅然とし
て拒否することを定めています。なお、取締役・従業員が
「ワコール倫理規範」「企業倫理・ワコールの行動指針」に
違反するおそれのある問題を発見した場合には、内部通報
制度等を通じて速やかに報告する体制を確立しています。

リスクマネジメント体制
当社では、企業倫理・リスク管理委員会が取締役会の承
認のもと、「リスク管理基本規程」を定めています。同規程
をもとにリスクカテゴリーごとの責任体制を明らかにし、 
ワコールグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理す
るリスクマネジメント体制の構築を推進し、定期的に情報
の共有、課題抽出及び解決を図っています。

コンプライアンス委員会

コンプライアンス管理体制、重要
事項に関する協議・決定

企業倫理の遵守体制の強化と徹底、経営全般に関わる
リスクの把握や管理体制の整備と強化

CSR調達委員会

CSR調達推進活動に関する全
体計画の立案・進捗確認

品質保証審議会

品質保証規定に基づく品質保証
活動の推進

事故・災害対策委員会

事故・災害など非常事態に対す
る予防・発生時の対応

環境委員会

環境保全に関する社会的要請に
対する社内活動の推進

代表取締役社長執行役員

企業倫理・リスク管理委員会

リスクマネジメント体制図
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